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 第１章 新水道ビジョン策定にあたって 

第１章 新水道ビジョン策定にあたって 

 

１.１ 策定の趣旨 

 

本市は、平成１７年（２００５年）１０月１日に旧南那須町と旧烏山町の新設合併により

発足しました。 

合併後は、七合簡易水道事業を統合したことにより、那須烏山市水道事業が誕生しました。

その後、平野簡易水道事業を統合し、近年には向田・境・境東・興野の４つの簡易水道事業

を統合しました。利便性の向上や環境の変化に対応するため配水区域の拡張を重ね、現在の

那須烏山市水道事業に至っています。 

しかし、近年の人口減少に伴う給水人口や給水量の低下、未曾有の規模の災害対策など、

現在の水道事業に求められる環境は大きく変化しています。このような状況から、これまで

の対策を根本的に見直した危機管理対策を講じる必要性があり、厚生労働省は平成２５年

３月に「新水道ビジョン」の策定を掲げました。 

「那須烏山市新水道ビジョン」では、これまでの生活や経済活動を支えてきた水道の恩恵

をこれからも享受できるよう、今後５０年、１００年後の将来を見据え、水道事業の理想像

を明示するととともに、実現に向けての取り組むべき事項、方策を提示します。 

ここでの取り組むべき事項、方策は水道事業者のみならず、関連団体、民間企業、水道を

利用する住民など、幅広い関係者に関与します。これら関係者が今後の水道の理想像を共有

し、役割に応じた取り組みに挑戦していくことを目指します。 
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１.２ 新水道ビジョンの基本理念 

 

令和５年（２０２３年）現在、那須烏山市の給水人口は約２３,０００人に上り、普及率

も高い水準であるため、大部分の市民に水道による水の供給が実現しています。 

他方で、水道事業は、人口減少に伴う給水人口や給水量の低下、水道施設の老朽化、災害

対策などの事業環境の変化にも直面することになります。将来的な水道事業ではこれらの

課題に対し、解決や適応していく必要性があるため、関係者が一つの理念を共有して対応す

ることが重要になります。 

水道事業の転換点において、関係者が共有すべき理念は、これまで先達が築き上げてきた

地域需要者との信頼に重きを置き、地に足がついたものである必要があります。このため、

「那須烏山市新水道ビジョン」では、水道サービスの対象である地域とその需要者との間に

築きあげてきた信頼の概念を重視し、基本理念を「地域とともに、信頼を未来につなぐ那須

烏山市の水道」とし、関係者がそれぞれ取り組みに挑戦することを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１．１ 新水道ビジョンの基本理念 

  

新水道ビジョン 

【基本理念】地域とともに、信頼を未来につなぐ那須烏山市の水道 

枚挙にいとまがない課題 

 給水人口・給水量、料金収入の減少 

 水道施設の更新需要の増大 

 水道水源の水質リスクの増大 

 職員数の減少 

 災害などによる危機管理対策 

関係者が共有すべき理念 

 先達が築きあげてきた地域需要者と

の信頼を基礎に置き、地に足のつい

た対応 

■水道の事業環境の変化 ■基本理念を共有し一丸となった対応 
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１.３ 計画の位置づけ 

 

「那須烏山市新水道ビジョン」は、厚生労働省策定による「新水道ビジョン」の方針に基

づいて策定を実施します。また、那須烏山市の水道事業の現状把握と将来像を見据えた上で、

「那須烏山市第２次総合計画」及び「那須烏山市水道事業経営戦略」との整合性を図りなが

ら経営方針を示すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１．２ 新水道ビジョンの位置づけ 

 

  

那須烏山市

新水道ビジョン

那須烏山市

第２次総合計画

那須烏山市

水道事業経営戦略

新水道ビジョン

（厚生労働省）
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１.４ 計画期間 

 

「那須烏山市新水道ビジョン」は、５０年、１００年先の将来を見据えた水道事業の理想

像を明示するとともに、令和５年（２０２３年）から令和１４年（２０３２）の１０年間を

当面の目標点と設定し、策定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―１．３ 新水道ビジョンの計画期間 

 

 

  

【策定】

令和５年

【目標点】

令和１４年

【理想像】

５０年～１００年先

１０年間 
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第２章 水道事業の現状 

 

２.１ 那須烏山市の概況 

 

那須烏山市は、栃木県の東部に位置し、東部は茨城県常陸大宮市、西部は塩谷郡高根沢町、

南部は芳賀郡市貝町、芳賀郡茂木町、北部はさくら市、那須郡那珂川町と隣接しています。

市の総面積は１７４.３５ｋｍ２になり、県全体の２.７％に及びます。 

地勢は、八溝山系に属しています。関東地方第３の大河である那珂川が平野部を貫流し、

右岸側には丘陵地帯が形成されています。丘陵を縫うように荒川や江川などの大小河川が

貫流し、この地帯に市街地が形成されています。左岸側は、那珂川県立自然公園に属する山

間地と小河川で形成されています。 

気候は太平洋側気候に属し、海から離れた内陸部に位置するため、日較差、年較差が比較

的大きい内陸性気候の特徴があります。寒暖の差が大きいことにより、四季の変化が明瞭な

地域になります。 

道路は、一般国道２本、主要地方道７本、一般県道６本を主軸としており、特に国道２９

４号と主要地方道宇都宮・那須烏山線が交差する市内の中心部は、県東部の交通の要所とな

っています。 

公共交通は、ＪＲ烏山線が東西に走っています。県庁所在地である宇都宮市まで約１時間

の位置にあり、宇都宮都市圏に属します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図―２．１ 県内位置図 

図―２．２ 那須烏山市拡大図 
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２.２ 水道事業の沿革 

 

旧南那須町と旧烏山町合併後の平成１８年（２００６年）４月１日に七合簡易水道事業を

統合したことにより、計画給水人口３０,５００人、計画一日最大給水量１６,０００ｍ３の

那須烏山市水道事業が誕生しました。その後、平成２０年（２００８年）４月１日に平野簡

易水道事業を統合し、平成３１年（２０１９年）４月１日には向田・境・境東・興野の４つ

の簡易水道事業を統合したことにより、計画給水人口３７，０３４人、計画一日最大給水量

１８,１８３ｍ３の現在の那須烏山市水道事業に至っています。 

 

【現事業】 

※事業（実施）年度と表の認可（許可）年度は必ずしも一致しません 

 

【旧事業（旧烏山町系）】 

 

  

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

那須烏山市 

水道事業 

（烏山町 

水道事業） 

Ｓ３０ ４.９００ ７３５ 創設 

Ｓ３７ ８,３００ １,８１７ 第１回拡張事業 

Ｓ４２ ９,２００ １,９５６ 第２回拡張事業 

Ｓ４５ １２,０００ ４,８００ 第３回拡張事業 

Ｓ４９ １４,０００ ５,６００ 第４回拡張事業 

Ｈ ５ １４,０００ ７,０００ 第５回拡張事業 

Ｈ１６ １４,０００ ７,０００ 水源位置変更 

Ｈ１７ ３０,５００ １６,０００ 南那須町水道事業・七合簡易水道事業統合 

Ｈ１９ ３０,５００ １６,０００ 平野簡易水道事業統合 

Ｈ３１ ３７,０３４ １８,１８３ 向田・境・境東・興野簡易水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

国見飲料水 

供給事業 

Ｓ４８ ７７ １９ 創設 

Ｈ  ６   境東簡易水道事業統合 
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※事業（実施）年度と表の認可（許可）年度は必ずしも一致しません 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

七合簡易 

水道事業 

Ｓ５０ ２,６１０ ４７１ 創設 

Ｓ５８ ２,６１０ ６３７ 計画１日最大給水量変更 

Ｈ１７   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

平野簡易 

水道事業 

Ｈ ３ ２４０ ７０ 創設 

Ｈ１９   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

向田簡易 

水道事業 

Ｓ５５ １,３００ ２７８ 創設 

Ｈ３１   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

境簡易 

水道事業 

Ｓ５７ ２,０００ ９００ 創設 

Ｈ３１   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

境東簡易 

水道事業 

Ｓ６０ １,７００ ３５０ 創設 

Ｈ ６ １,６３４ ６６５ 国見飲料水供給事業統合 

Ｈ３１   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

興野簡易 

水道事業 

Ｓ５９ １,６００ ３４０ 創設 

Ｈ３１   那須烏山市水道事業統合 



 

~ 8 ~ 

 第２章 水道事業の現状 

【旧事業（旧南那須町系）】 

 

 

 

 

※事業（実施）年度と表の認可（許可）年度は必ずしも一致しません 

 

表―２．１ 水道事業の沿革 

  

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

南那須町 

水道事業 

Ｈ ８ １６,５００ ９,０００ 創設 

Ｈ１７   那須烏山市水道事業統合 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

中央簡易 

水道事業 

Ｓ３３ １,４００ ２１０ 創設 

Ｓ４２ １,７００ ２８０ 第１回拡張事業 

Ｓ５０ １,７００ ２８０ 水源変更 

Ｓ６２ ４,８００ １,５４４ 第２回拡張事業 

Ｈ ８   南那須町水道事業創設 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

南部簡易 

水道事業 

Ｓ５５ ３,１００ ３２０ 創設 

Ｈ ８   南那須町水道事業創設 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

北部簡易 

水道事業 

Ｓ５７ ４,７００ １,０７０ 創設 

Ｈ ８   南那須町水道事業創設 

事業名 
認可年度 

（年） 

計画給水人口 

（人） 

計画１日最大給水量 

（ｍ３） 
備考 

ネオポリス 

専用水道事業 

Ｓ５０ ４,９００ １,７１５ 創設 

Ｈ ８   南那須町水道事業創設 
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２.３ 水道施設・管路 

① 施設 

本市の水道事業について、給水区域は各施設の能力により、概ね６水系に区分されます。

各施設の位置及び設備規模、給水フローは下記の通りになります。 

 

 

図―２．３ 施設位置図（旧烏山地区系） 

 

  

旧烏山地区系水道施設名称 

１ 城東浄水場第１取水場 ２ 城東浄水場第２取水場 ３ 城東浄水場第３取水場 

４ 城東浄水場第４取水場 ５ 城東浄水場第５取水場 ６ 城東浄水場 

７ 五郎山配水場 ８ 愛宕台送水ポンプ場 ９ 愛宕台配水場 
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図―２．４ 施設フロー図（旧烏山地区系） 

 

  

写―２．１ 城東浄水場 写―２．２ 五郎山配水場 

給水区域 

愛宕台配水場 

Ｖ＝５１０ｍ３ 

  

給水区域 

五郎山配水場 

Ｖ＝４,０００ｍ３ 

 

着水井 

Ｖ＝５３.７ｍ３ 

  

脱炭酸装置 

  
  

Ｐ 

  
  

Ｐ 

  
  

Ｐ 

  
  

Ｐ 

  
  

Ｐ 

第１取水場 第２取水場 第３取水場 第４取水場 第５取水場 

浄水池・送水ポンプ井 

Ｖ＝４２０ｍ３ 

  
Ｐ 

給水区域 

愛宕台送水ポンプ場 

  Ｐ 

城東浄水場 
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図―２．５ 施設位置図（旧南那須地区系） 

 

  

旧南那須地区系水道施設名称 

１ 小白井取水場 ２ 小白井浄水場 ３ 小白井配水場 

４ 西野送水ポンプ場（休止） ５ 西野配水場 ６ 鴻の台団地ポンプ場 

７ こぶしヶ丘団地ポンプ場 ８ こぶし台団地ポンプ場 ９ 三箇浄水場 

１０ 上川井配水場 １１ 志鳥送水ポンプ場 １２ 志鳥配水場 

１３ 志鳥増圧ポンプ場 １４ 平野送水ポンプ場 １５ 平野浄水場 

１６ 平野配水場 １７ 南大和久取水場 １８ 南大和久浄水場 

１９ 南大和久配水場 ２０ 富士見台増圧ポンプ場 ２１ 森田浄水場（休止） 

２２ 曲田配水場（休止） ２３ 曲田送水ポンプ場（休止） ２４ 曲田増圧ポンプ場 

２５ 福岡増圧ポンプ場 ２６ 福岡配水場（休止） ２７ 大金台取水場 

２８ 大金台浄水場 ２９ 大金台配水場   
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図―２．６ 施設フロー図（旧南那須地区系） 

 

  

写―２．３ 小白井浄水場 写―２．４ 小白井配水場 

  

西野送水ポンプ場 

（休止） 

給水区域 

小白井配水場 

Ｖ＝３,０００ｍ３ 

  

  
  

Ｐ 

小白井取水場 

脱炭酸装置 

  
Ｐ 

小白井浄水場 

Ｖ＝２４０ｍ３ 

Ｐ 

西野配水場 

Ｖ＝３８６ｍ３ 

  

給水区域 

鴻野山へ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

鴻の台団地ポンプ場 

こぶしヶ丘団地ポンプ場 

こぶし台団地ポンプ場 

福岡増圧ポンプ場 
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図―２．７ 施設フロー図（旧南那須地区系） 

 

  

写―２．５ 上川井配水場 写―２．６ 志鳥配水場 
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三箇浄水場 

Ｖ＝４５ｍ３ 

上川井配水場 

Ｖ＝８３１ｍ３ 

    

Ｐ 

志鳥配水場 

Ｖ＝４４１ｍ３ 

    

Ｐ 

給水区域 

  Ｐ 

平野配水場 

Ｖ＝９４ｍ３ 

給水区域 

  Ｐ 

平野浄水場 
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図―２．８ 施設フロー図（旧南那須地区系） 

 

  

写―２．７ 南大和久浄水場 写―２．８ 南大和久配水場 

  

富士見台工業団地へ 

富士見台増圧ポンプ場 

南大和久配水場 

Ｖ＝１,１３７ｍ３ 

  
  

Ｐ 

南大和久取水場 

  Ｐ 

南大和久浄水場 

Ｖ＝６４ｍ３ 

    Ｐ 

Ｐ 

曲田増圧ポンプ場 

給水区域 

給水区域 
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図―２．９ 施設フロー図（旧南那須地区系） 

 

 

写―２．９ 曲田配水場 

  

福岡送水ポンプ場 

（休止） 

曲田配水場（休止） 

Ｖ＝４８４ｍ３ 

   

  
  

Ｐ 

曲田送水ポンプ場 

（休止） 

Ｐ 

給水区域 

Ｐ 

  

福岡配水場（休止） 

Ｖ＝４４８ｍ３ 

給水区域 

Ｐ 

森田浄水場 

（休止） 
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図―２．１０ 施設フロー図（旧南那須地区系） 

 

 

写―２．１０ 大金台浄水場 

  

給水区域 

  

配水池 

Ｖ＝５８２ｍ３ 

大金台取水場 

  
  

Ｐ 

高架タンク 

Ｖ＝１００ｍ３ 

  
Ｐ 

大金台浄水場 

着水井 

Ｖ＝５９.４ｍ３ 
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図―２．１１ 施設位置図（旧向田簡易水道系） 

 

 

  

旧向田簡易水道系水道施設名称 

１ 向田浄水場 ２ 向田配水場 ３ 向田増圧ポンプ場 
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図―２．１２ 施設フロー図（旧向田簡易水道系） 

 

  

写―２．１１ 向田浄水場 写―２．１２ 向田配水場 

 

  

  
  

Ｐ 

向田配水場 

Ｖ＝１６９ｍ３ 

  

向田浄水場 

給水区域 

圧力タンク 

給水区域 

向田増圧ポンプ場 
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図―２．１３ 施設位置図（旧境簡易水道系） 

 

 

 

 

 

 

  

旧境簡易水道系水道施設名称 

１ 境取水ポンプ場 ２ 境配水場 ３ 境増圧ポンプ場 
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図―２．１４ 施設フロー図（旧境簡易水道系） 

 

  

写―２．１３ 境浄水場 写―２．１４ 境配水場 

 

 

  

境配水場 

Ｖ＝５００ｍ３ 

  

境浄水場 

  
  

Ｐ 
給水区域 

境・境東水道連絡管 

給水区域 

境増圧ポンプ場 

  Ｐ 
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 第２章 水道事業の現状 

 

 

 

図―２．１５ 施設位置図（旧境東簡易水道系） 

 

 

 

 

 

  

旧境東簡易水道系水道施設名称 

１ 境東取水場 ２ 境東浄水場 ３ 境東第１配水場 

４ 国見増圧ポンプ場 ５ 国見配水場 ６ 境東第２送水ポンプ場 

７ 境東第２配水場 ８ 
大木須ポケットパーク 

増圧ポンプ場 
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写―２．１５ 境東第１配水場 高架タンク配水池 

 

 

図―２．１６ 施設フロー図（旧境東簡易水道系） 

Ｐ 

給水区域 
境東第２送水ポンプ場 

  Ｐ 

給水区域 

給水区域 

浄水池 

Ｖ＝５７ｍ３ 

  Ｐ 

境東浄水場 

境東取水場 

  
  

Ｐ 

境・境東水道連絡管 

水位調整弁 

高架タンク配水池 

Ｖ＝１８１ｍ３ 

  

配水池 

Ｖ＝１６１ｍ３ 

境東第１配水場 

  Ｐ 

国見増圧 

ポンプ場 

国見配水場 

Ｖ＝４５ｍ３ 

  

境東第２配水場 

Ｖ＝８６ｍ３ 

  

大木須ポケットパーク 

増圧ポンプ場 

給水区域 
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 第２章 水道事業の現状 

 

 

 

図―２．１７ 施設位置図（興野簡易水道系） 

 

 

  

旧興野簡易水道系水道施設名称 

１ 興野水源地 ２ 興野配水池   
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図―２．１８ 施設フロー図（旧興野簡易水道系） 

 

  

写―２．１６ 興野水源地 写―２．１７ 興野配水池 

 

  

浄水池 

Ｖ＝３５.２８ｍ３ 

  
Ｐ 

取水場 

  
  

Ｐ 

興野配水池 

Ｖ＝２１０.４ｍ３ 

  

給水区域 

興野水源地 
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② 管路 

本市における水道管路の総延長は約４２６ｋｍになり、その大部分を鋳鉄管類が占めて

います。総延長の約９．６％については、耐震基準に適合した管路が布設されています。 

 

 

図―２．１９ 管種別延長集計のグラフ 

 

 
※「基幹管路」は口径φ３００ｍｍ以上の管路を示します 

図―２．２０ 管種構成比のグラフ 
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 第２章 水道事業の現状 

２.４ 水質 

 

本市の水道は、全て地下水（浅井戸）を水源としています。地下水であるため水質は良好

で安定しており、南那須地区５箇所（休止中１箇所を含む）、烏山地区９箇所の計１４箇所

で取水を行っています。良質な水源を確保できているため、殆どの施設が塩素消毒のみを行

い給水しています。 

毎事業年度の開始前に水質検査計画を策定し、検査項目によって月１回から年１回の頻度

で実施しています。色度及び濁度、並びに消毒の残留塩素については、水道法に基づき日１

回の検査を行っています。また、時代環境に伴う水質の対策として東電福島第一原発の事故

に関連した放射性物質のモニタリング検査や、クリプトスポリジウム指標菌の検査も実施

しています。 

 

 

表―２．２ 水質検査結果表（令和４年９月） 
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 第２章 水道事業の現状 

２.５ 給水状況 

 

本市の給水人口は、２０１３年（Ｈ２５年度）から２０２２年（Ｒ４年度）にかけて約４,

０００人減少しています。これは、自然減及び社会減増加の傾向を受け、行政区域内人口が

減少しており、相対的に給水人口も減少するためです。よって、普及率については凡そ横ば

いの結果となっています。 

 

 

図―２．２１ 給水状況のグラフ 

 

表―２．３ 給水状況の実績値 

 

 

 

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

普
及
率

人
口

給水人口と普及率の推移

給水区域内人口 給水人口 普及率

年度 
給水区域内人口 

（人） 

給水人口 

（人） 

給水戸数 

（戸） 

普及率 

（％） 

２０１３年(Ｈ２５年度) ２８,７５８ ２７,６６０ ９,４８１ ９６.２ 

２０１４年(Ｈ２６年度) ２８,２９１ ２７,２５２ ９,４８３ ９６.３ 

２０１５年(Ｈ２７年度) ２７,８８０ ２６,９３２ ９,４４３ ９６.６ 

２０１６年(Ｈ２８年度) ２７,４６１ ２６,５２５ ９,４４４ ９６.６ 

２０１７年(Ｈ２９年度) ２６,９７７ ２６,１００ ９,４７４ ９６.７ 

２０１８年(Ｈ３０年度) ２６,４４２ ２５,６５３ ９,４５６ ９７.０ 

２０１９年(Ｒ １年度) ２５,９１７ ２５,０１１ ９,４１３ ９６.５ 

２０２０年(Ｒ ２年度) ２５,４１６ ２４,４７９ ９,３６９ ９６.３ 

２０２１年(Ｒ ３年度) ２４,９４８ ２４,１６０ ９,３４５ ９６.８ 

２０２２年(Ｒ ４年度) ２４,４３２ ２３,７９３ ９,３３９ ９７.４ 

(人) (%) 



 

~ 28 ~ 
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２.６ 水需要 

① 有収水量 

使用水量の実績値のひとつである有収水量を示します。有収水量とは、主に料金徴収の対

象となった水の量を指します。 

一般家庭が使用する生活用は、給水人口に比例するため減少傾向にあります。業務営業用

及び工業用については、凡そ横ばいの傾向を示しています。 

 

 

図―２．２２ 有収水量のグラフ 

 

表―２．４ 有収水量の実績値 
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

水
量

有収水量の推移

生活用 業務営業用 工場用 その他用 1日平均有収水量合計

年度 
生活用 

（ｍ３／日） 

業務営業用 

（ｍ３／日） 

工場用 

（ｍ３／日） 

その他用 

（ｍ３／日） 

１日平均有収 

水量合計 

（ｍ３／日） 

２０１３年(Ｈ２５年度) ５,８８４ ９２９ ３１５ ３０５ ７,４３３ 

２０１４年(Ｈ２６年度) ５,７７０ ８８７ ３０３ ３４７ ７,３０７ 

２０１５年(Ｈ２７年度) ５,７４４ ８８６ ３２１ ３３６ ７,２８７ 

２０１６年(Ｈ２８年度) ５,６８１ ８７３ ３１２ ３０９ ７,１７５ 

２０１７年(Ｈ２９年度) ５,６４１ ８６２ ３１５ ３４２ ７,１６０ 

２０１８年(Ｈ３０年度) ５,５７９ ８４４ ３４４ ３５１ ７,１１８ 

２０１９年(Ｒ １年度) ５,４４８ ８０１ ３０９ ３３３ ６,８９１ 

２０２０年(Ｒ ２年度) ５,５９８ ８０２ ３１１ ３３８ ７,０４９ 

２０２１年(Ｒ ３年度) ５,４６３ ８０５ ３３６ ３５２ ６,９５６ 

２０２２年(Ｒ ４年度) ５,３９０ ７６５ ３２２ ３１５ ６,７９２ 

(m3/日) 
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② １日平均給水量及び１日最大給水量 

２０１９年１０月の台風による水害が影響し、１日最大給水量及び１人当り１日最大給

水量が２０１９年（Ｒ１年度）から２０２０年（Ｒ２年度）にかけて極端に増加しています。 

平均給水量については、凡そ横ばいの傾向を示しています。 

 

 

図―２．２３ 給水量のグラフ 

 

※１ｍ３＝１，０００Ｌ 

表―２．５ 給水量の実績値 

 

 

 

200

250

300

350

400

450

500

550

600

650

700

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

１
人
当
り
１
日
平
均
・
最
大
給
水
量

１
日
平
均
・
最
大
給
水
量

1日平均・最大給水量の推移

1日平均給水量 1日最大給水量 1人当たり1日平均給水量 1人当たり1日最大給水量

年度 
１日平均給水量 

（ｍ３） 

１日最大給水量 

（ｍ３） 

１人当たり１日 

平均給水量 

（Ｌ） 

１人当たり１日 

最大給水量 

（Ｌ） 

２０１３年(Ｈ２５年度) １０,６１４ １３,４６９ ３８４ ４８７ 

２０１４年(Ｈ２６年度) １０,６０５ １２,２２４ ３８９ ４４９ 

２０１５年(Ｈ２７年度) １０,３６９ １２,１７６ ３８５ ４５２ 

２０１６年(Ｈ２８年度) １０,３５４ １１,３９７ ３９０ ４３０ 

２０１７年(Ｈ２９年度) １０,５７４ １４,１２９ ４０５ ５４１ 

２０１８年(Ｈ３０年度) １０,９２０ １２,５８７ ４２６ ４９０ 

２０１９年(Ｒ １年度) １０,６７７ １６,２１０ ４２７ ６４８ 

２０２０年(Ｒ ２年度) １０,８５２ １５,９５３ ４４３ ６５２ 

２０２１年(Ｒ ３年度) １０,７１１ １１,４６１ ４４３ ４７４ 

２０２２年(Ｒ ４年度) １０,５０５ １３,１７９ ４４２ ５５４ 

(m3) (L) 
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③ 有収率及び負荷率 

有収率とは、有収水量を１日平均給水量で除した数値であり、値が大きいほど水が無駄な

く使用されていることを意味します。主に漏水が比率低下の要因として挙げられます。 

負荷率とは、１日平均給水量を１日最大給水量で除した数値であり、値が大きいほど施設

が効率的であることを意味します。２０１９年１０月の台風による水害が影響し、２０１９

年（Ｒ１年度）から２０２０年（Ｒ２年度）の数値が極端に低下を示しています。 

 

 

図―２．２４ 給水効率のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―２．６ 給水効率の実績値 
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有収率 負荷率

年度 
有収率 

（％） 

負荷率 

（％） 

２０１３年(Ｈ２５年度) ７０.０ ７８.８ 

２０１４年(Ｈ２６年度) ６８.９ ８６.８ 

２０１５年(Ｈ２７年度) ７０.３ ８５.２ 

２０１６年(Ｈ２８年度) ６９.３ ９０.８ 

２０１７年(Ｈ２９年度) ６７.７ ７４.８ 

２０１８年(Ｈ３０年度) ６５.２ ８６.８ 

２０１９年(Ｒ １年度) ６４.５ ６５.９ 

２０２０年(Ｒ ２年度) ６５.０ ６８.０ 

２０２１年(Ｒ ３年度) ６４.９ ９３.５ 

２０２２年(Ｒ ４年度) ６４.７ ７９.７ 

(%) 
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 第２章 水道事業の現状 

２.７ 事業経営状況 

 

水道事業経営について、近年では収益的収入、収益的支出ともに減少の傾向にありますが、

常に黒字を維持しているため、経営に問題はありません。 

収益的収入の殆どは給水料金により賄われており、収益的支出は事業運営を行うための

経費や動力費、施設更新に備えての減価償却費などが計上されています。これら収支の比率

を表したものが収支比率であり、値が大きいほど利益率が高いものとなります。 

 

 

図―２．２５ 事業経営状況のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

表―２．７ 事業経営状況の実績値 

 

  

123.5

124.0

124.5

125.0

125.5

126.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

700.0

収
支
比
率

収
益
的
収
支
・
収
益
的
支
出

事業経営状況の推移

収益的収入 収益的支出 収支比率

年度 
収益的収入 

（百万円） 

収益的支出 

（百万円） 

収支比率 

(％) 

２０１８年(Ｈ３０年度) ５２０.６ ４１４.９ １２５.５ 

２０１９年(Ｒ １年度) ５９３.０ ４７２.３ １２５.６ 

２０２０年(Ｒ ２年度) ６０７.２ ４８８.０ １２４.４ 

２０２１年(Ｒ ３年度) ６００.３ ４８２.７ １２４.４ 

２０２２年(Ｒ ４年度) ６５３.４ ５２１.１ １２５.４ 

(%) (百万円) 
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 第２章 水道事業の現状 

２.８ 組織体制 

 

本市の水道事業は、上下水道課課長１名、業務グループ３名、工務グループ４名、の計８

名で業務を行っています。また、下水道グループ３名を含めて上下水道課として組織されて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―２．２６ 組織体制図 

 

  

上下水道課課長

（１名）

業務グループ

（３名）

工務グループ

（４名）

○給水装置、水道管の問合せ 

・水道メーター検針 

・給水工事監理 

・施設管理ほか 

○水道料金の問合せ 

・水道料金の徴収 

・予算決算など 

・財産管理、その他庶務 
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 第３章 水道事業の課題 

第３章 水道事業の課題 

 

３.１ 水源の保全 

 

本市の全ての水源は、地下水（浅井戸）に依存しています。各水源の取水流量で必要給水

量は賄えているものの、水源が１箇所の配水区域においては、水位低下などの取水不良が発

生した場合、配水に支障をきたす恐れがあります。 

現状に対応するべく、境・境東のような近接する配水区域の連絡管を整備するなど、水道

の安定供給に努める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―３．１ 水の供給イメージ 

浄水池 

  

配水池 

  

水源 

    

Ｐ 

配水池 

  

給水 給水 

配水区域境 

閉 

配水池 

  

浄水池 配水池 

水源 

  

Ｐ 

水位低下 

開 

給水 給水 
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 第３章 水道事業の課題 

３.２ 施設の老朽化 

 

本市の施設状況において、半数以上が法定耐用年数を超過し、現在も使用されています。

４０年後を試算した場合、既存施設の殆どが老朽化資産となり、更新または修繕が必須にな

ります。基幹管路（口径φ３００ｍｍ以上）については、２０４３年からすべての管路が法

定耐用年数を超過するため、計画的な更新手段の確立が必要になります。 

老朽化した施設及び管路の使用は、漏水などの事故のリスクを高めるほか、災害時の給水

のように、急激な負荷に伴う事故の併発が懸念されます。 

高度経済成長に伴う急速な水道施設の普及により、水道施設の更新時期が重複するため、

計画性を持った更新または修繕の対応が必要不可欠になります。 

 

名 称 算 定 

健全資産 経過年数が法定耐用年数以内の資産 

経年化資産 経過年数が法定耐用年数の１．０～１．５倍の資産 

老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の１．５倍を超えた資産 

 

 

※「基幹管路」は口径φ３００ｍｍ以上の管路を示します 

図―３．２ 資産健全度（今後未更新の場合）のグラフ 

 

建築構造物 土木構造物 機械設備 電気設備 管路 

５０年 ６０年 １５年 １５年 ４０年 

※厚生労働省発行 参考資料 実使用年数に基づく更新基準の設定例より 

表―３．１ 法定耐用年数表 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

資
産
額

資産健全度（構造物及び設備）

健全資産 経年化資産 老朽化資産

(百万円) 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

延
長

資産健全度（基幹管路）

健全資産 経年化資産 老朽化資産

(km)
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 第３章 水道事業の課題 

３.３ 災害対応 

 

２０１９年１０月の台風第１９号による水害は、本市の水道事業にも多大なる損害を与

えました。水道は、ライフラインの中でも生命維持のほか、災害復旧時の作業水としても必

要不可欠になります。台風第１９号では、浸水被害による電気設備の故障や、水源水質の濁

度上昇が発生し、市内広範囲での断水に陥りました。今後、同規模以上の災害に見舞われた

場合においても、事故を未然に防止する措置を講じ、安定した水の供給が可能になる災害対

策が必要になります。 

 

 

  

写―３．１ 給水車派遣の様子 写―３．２ 災害派遣の様子 
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 第３章 水道事業の課題 

３.４ 施設老朽化に伴う更新費 

 

水道施設の更新費用は料金収入により賄われています。法定耐用年数で更新を行った場

合、今後１０年間で必要となる更新費用は約９１億円と試算され、年平均で約９.１億円必

要になります。 

今後は、給水人口の減少による水需要や料金収入の減少が予想されるため、配水エリアの

見直しやダウンサイジングの検討を行い、更新費用を抑制する必要があります。 

 

 

図―３．３ 更新費用推計のグラフ 

 

表―３．２ 更新費用の推計値 

  

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

1,600.0

更
新
費

水道資産更新費用の推計

建築 土木構造物 機械・電気 管路

年度 
建築 

(百万円) 

土木構造物 

(百万円) 

機械・電気 

(百万円) 

管路 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

２０２３年(Ｒ ５年度) ３５.９ ８３.９ ４４.７ ５１１.８ ６７６.３ 

２０２４年(Ｒ ６年度) ５.５ ２５８.４ ９.０ １,２１２.３ １,４８５.２ 

２０２５年(Ｒ ７年度) ６６.３ １９.７ ４.５ １,３５１.１ １,４４１.６ 

２０２６年(Ｒ ８年度) ０.０ ０.３ ４.４ ８４１.０ ８４５.７ 

２０２７年(Ｒ ９年度) ２６.６ ２５.３ ６１.７ ７１６.５ ８３０.１ 

２０２８年(Ｒ１０年度) ０.４ ２５９.９ １５０.６ ７６５.２ １,１７６.１ 

２０２９年(Ｒ１１年度) ０.０ ３.５ ３.８ ６９２.６ ７００.０ 

２０３０年(Ｒ１２年度) ２０９.２ ３０.６ １２.３ １,１６３.５ １,４１５.６ 

２０３１年(Ｒ１３年度) １８.８ ０.０ ２.４ １１８.１ １３９.３ 

２０３２年(Ｒ１４年度) １.５ ２３.１ ５９.０ ２８３.３ ３６６.９ 

 合計 ９,０７６.８ 

(百万円) 
将来推計 
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 第３章 水道事業の課題 

３.５ 給水人口の減少 

 

昨今の少子高齢化社会による人口減少を受け、将来推計においても給水人口は減少する

傾向にあります。給水人口の減少は、水需要や料金収入の減少に直結するため、今後の水道

事業においては、効率的な施設運用と財源の確保を検討する必要があります。 

 

 

図―３．４ 給水人口推移のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―３．３ 給水人口の推計値 

  

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

人
口

給水区域内人口と給水人口の推計

給水区域内人口(人) 給水人口(人)

将来推計

年度 
給水区域内人口 

（人） 

給水人口 

（人） 
備考 

２０２２年(Ｒ ４年度) ２４,４３２ ２３,７９３ 実績値 

２０２３年(Ｒ ５年度) ２３,９１６ ２３,１０３ 

計画値 

２０２４年(Ｒ ６年度) ２３,４００ ２２,６０４ 

２０２５年(Ｒ ７年度) ２２,８８４ ２２,１０６ 

２０２６年(Ｒ ８年度) ２２,４９１ ２１,７２６ 

２０２７年(Ｒ ９年度) ２２,０９８ ２１,３４７ 

２０２８年(Ｒ１０年度) ２１,７０５ ２０,９６７ 

２０２９年(Ｒ１１年度) ２１,３１２ ２０,５８７ 

２０３０年(Ｒ１２年度) ２０,９２１ ２０,２１０ 

２０３１年(Ｒ１３年度) ２０,５３１ １９,８３３ 

２０３２年(Ｒ１４年度） ２０,１４１ １９,４５６ 

(人) 
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 第３章 水道事業の課題 

３.６ 人材の確保 

 

水道事業者においては、業務の特殊性により、専門的な知識及び設備運用管理、緊急時の

対応方法など高度な技術力が求められます。行政組織の人員削減により、地方公共団体の職

員数は減少しつつあり、水道事業者においても相当数の影響を受けています。また、団塊世

代職員の大量退職を受けて、水道事業組織内の技術をどのように継承するかが従前からの

課題となっています。 

水道事業を取り巻く環境の変化や水道技術の発展、将来の世代交代に備え、適正人員の配

置を検討するとともに、研修会や講習会に積極的に参加を行い、専門知識の習得が必要にな

ります。 

本市では現在、メーター検針や施設保守点検を民間業者に委託しておりますが、今後の職

員減少や経営の効率化を考慮し、委託範囲の見直しが必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

水道事業の

持続

技術継承

民間委託
専門知識
習得
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 第４章 水道事業の目標点 

第４章 水道事業の目標点 

 

４.１ 水道事業の基本理念 

 

那須烏山市新水道ビジョンでは、水道水の安全の確保を「安全」、確実な給水の確保を「強

靭」、供給体制の持続性の確保を「持続」と表現し、時代や環境の変化に対応し、安全な水

を安定供給できるライフラインを目指します。 

 

 
 

 

 

 

  

•地域とともに、信頼を未来につなぐ那須烏山市の水道

基本理念

那須烏山市

水道事業

持続

安全強靭

•全ての市民が、いつでもどこでも、水をおいし
く飲める水道

「安全」な水道

•自然災害などによる被災を最小限にとどめ、被
災した場合であっても、迅速に復旧できるしな
やかな水道

「強靭」な水道

•給水人口や給水量が減少した状況においても、
健全かつ安定的な事業運営が可能な水道

水道サービスの

「持続」
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 第４章 水道事業の目標点 

４.２ 方策 

 

水道事業の現状の課題、将来の水道事業を見据えた課題を抽出し、理想像を基盤に置いた

方策を打ちたてました。方策については今後１０年間を目途に行い、理想像実現に向けた課

題解決を進めていきます。 

今後は、給水人口の減少による料金収入の減少や人員不足による技術継承の難航が予想

されます。水道施設の自然災害対策も必要であり、様々な課題を達成し、良好な事業環境で

の技術継承及び世代交代を目指します。 

 

 

 

 

 

  

「安全」な水道 

水道サービスの 

「持続」 

理想像 課題 方策 

施設の老朽化 

施設老朽化に伴う更新費 

施設の更新と耐震化 

施設更新計画 

水源の確保 

水源の事故対策 

管理媒体のデジタル化 

管路の更新と耐震化 

災害対応 施設の浸水対策 

給水人口の減少 

人材育成・民間連携 人材の確保 

財政計画 

「強靭」な水道 

水源の保全 
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 第５章 方策の具体化 

第５章 方策の具体化 

 

５.１ 水源の確保 

 

全ての水源が地下水（浅井戸）により取水を行っているため、水質は年間を通して良好な

ものの、単独の水源に依存している配水区域が多数存在します。１つの配水区域に複数の水

源を整備することが理想的ではありますが、多くの費用と時間が必要になります。 

今後は各配水区域の連絡管整備のみならず、水道事業の広域化も視野に入れ、幅広く検討

を進めていきます。水道事業の広域化には、「業務の共同化」から「経営の一体化」、「事業

統合」まで様々な形態が含まれます。他市町村の水道事業者と協議や意見交換を行い、双方

に利点のある広域化についての検討を進めていきます。 

 

 

図―５．１ 統合による期待効果及び難易度     図―５．２ 統合イメージ例 

 

パターン 期待効果 留意事項 

事業統合 

・人件費などの事務的経費の削減 

・人員適正配置による技術継承の問題の解消 

・会計の統一による資金規模の拡大 

・水道事業経営の安定化 

・システムの一体化に伴う追加投資 

・実現までに長期間が必要 

・団体間の協議、調整が必要 

経営の一体化 
・人件費などの事務的経費の削減 

・人員適正配置による技術継承の問題の解消 

・システムの一体化に伴う追加投資 

・実現までに長期間が必要 

業務の 

共同化 

管理の 

一体化 

・共同発注による委託費の経費削減 

・業務の標準化、効率化 

・職員の適正配置、負担軽減 

・システムの一体化に伴う追加投資 

・バックアップ機能の検討が必要 

施設の 

共同化 

・施設更新費用の削減 

・施設余剰能力の有効活用 

・施設の維持管理や運転業務の効率化 

・施設を廃止した側に負担金支出が発生する 

場合がある 

・バックアップ設備の検討が必要 

  

「事業統合」

「経営の一体化」

「業務の共同化」

z 

高 
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待
効
果
及
び
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 第５章 方策の具体化 

５.２ 水源の事故対策 

 

水道施設の事故の察知、それに伴う迅速な対応を行うには、監視システムの導入が必要不

可欠になります。本市でも、「非常用通報装置」または「中央監視システム」が導入されて

おり、緊急時の迅速な対応を可能にしています。施設の常時監視や、事故を未然に防止する

ことを考慮した場合、リアルタイムで監視が行える設備の導入が必須になりますが、多くの

費用と時間が必要になります。 

近年では、「クラウド型監視システム」が主流になり、システム構築の手間や時間の削減

をはじめとした効率化、コストダウンを図れるメリットがあります。 

本市においても、施設の重要度により監視システムの必要性や監視内容を検討し、事故防

止に努めていきます。 

 

 

「非常用通報装置」 「中央監視システム」 

緊急時対応   情報 

 

 
 

緊急時対応   集約 

 

情報 
 

 
  

 
  

 

発報 

  

監視 

 

  水源   水源 

 情報 

 

 
 

  

 

集約 
 

管理者  通報装置 管理者  ＰＣ 

 
  

 
  

緊急時対応    浄水池など 緊急時対応    浄水池など 

 

「クラウド型監視システム」 

緊急時対応  

 

監視  

閲覧 

 

 

 情報 

 

 
 

 
 

  

 ＰＣ   水源 

 

 

閲覧 

 

 

情報 

 

 
 

管理者 クラウド 

 
 

緊急時対応  携帯電話    浄水池など 

 

図―５．３ 監視システムのイメージ 

  

    
Ｐ 

    
Ｐ 

    

    
Ｐ 
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 第５章 方策の具体化 

５.３ 管理媒体のデジタル化 

 

長らくの間、水道管路施設の図面管理媒体は紙によるものが主流でした。管路施設は水道

資産の大部分を占め、水を供給するうえで大きな役割を果たしていますが、地中に埋設され

ていることから状況を把握することが難しく、維持管理や緊急時の対応を困難にしている

側面があります。 

２０２２年（Ｒ４年度）より、従来は手作業によって保管及び検索していた地形情報や施

設情報をコンピュータに登録し、データベース化するマッピングシステムの導入を行って

います。マッピングシステムの導入により、維持管理作業の効率化や、緊急時の迅速な対応

が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

「書庫」  「完成図書」  「必要な図面」 

 

図―５．４ 従来の図面検索イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ＰＣ」  「マッピング」  「必要な図面」 

 

図―５．５ マッピングシステムの検索イメージ 

  

マップ上の管路を

クリック 



 

~ 44 ~ 

 第５章 方策の具体化 

５.４ 施設の更新と耐震化 

 

自然災害は、水道管路、施設及び設備に様々な被害を与え、長期的に断水に陥る事例が数

多くあります。特に、日本は世界有数の地震大国であり、阪神・淡路大震災、東日本大震災

をはじめとする地震による被害を経験しました。 

本市においても、大規模な地震に備えるべく、構造物の耐震性診断及び水道管路の耐震化

を行っています。耐震診断については、既存施設の安全性を判定し、更新の有無、若しくは

コストダウンが図れる補強工事での対応が可能かを判断します。耐震１次診断を行った結

果、全１０施設（２９構造物）中９施設（２６構造物）において、耐震性能を満足していな

い判定結果が出ています。この結果を基に、更新工事、若しくは補強工事で対応可能かを総

合的に判断し、地震時においても水を安定して供給できるライフラインの確立を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―５．６ 施設耐震化のフロー 

 

  

・１０施設（２９構造物） 

・実施中 

・９施設（２６構造物） 

１次診断

•資料調査

•目視調査、非破壊試験

判定

•施設の安全性を判定

•２次診断(詳細診断)の必要性を判定

２次診断

•コア供試体採取などによる詳細調査

•構造計算

判定

•耐震補強工事の必要性を判定

耐震補強

•耐震補強方法の検討

•耐震補強工事の実施
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 第５章 方策の具体化 

５.５ 管路の更新と耐震化 

① 本管 

水道資産の大半を占めている管路が、間もなく加速度的に法定耐用年数を超過し、更新時

期を迎えることになります。よって、本市では管路更新費用の投資を有効的に行うため、令

和元年度に「水道管路更新計画」を策定しました。 

「水道管路更新計画」では、基幹管路、口径や漏水の多い管種別に抽出を行い、優先度を

設定して投資効果の向上を図ります。また、管路更新の際には、耐震管で布設替を行う事で

管路の長寿命化を図り、漏水低減による年間０．２％の有収率向上を目指します。 

耐震管は、ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形）と水道配水用ポリエチレン管の２種類を使用しま

す。双方の管種ともに耐用年数は１００年とされており、布設替管の口径がφ１５０ｍｍ以

下の管路では、水道配水用ポリエチレン管を採用することで更新費用を低減することがで

きるため、更新する管種を選定する基準とします。 

 

管種 ダクタイル鋳鉄管（ＧＸ形） 水道配水用ポリエチレン管 

呼び径 φ７５～φ４００ φ５０～φ２００ 

継手構造 

 

 

耐用年数 １００年 １００年 

特徴 

・外面耐食塗装により、管路の長寿命化が可能に

なります 

・直部は伸縮性と弾性を確保し、地震の柔軟な変

動追従が可能になります 

・曲部は伸縮性と弾性を持たない離脱防止継手

により、水密性を確保できます 

・材質により錆、腐食が発生しないため、管路の 

長寿命化が可能になります 

・軽量のため持ち運びが容易で、施工性に優れま 

 す 

・軟質であり、道路線形に合わせて材料を湾曲で 

きるため、継手の減少が見込め、コスト削減に 

期待できます 

 

図―５．７ 耐震管の紹介 
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 第５章 方策の具体化 

 

② 給水管 

本管の更新及び耐震化に伴う布設替により、給水管分岐替工事が発生する場合がありま

す。給水管分岐替工事の際は、基本的に第１止水栓までの接続としていましたが、漏水の減

少による有収率の向上、給水管までを含めた管路の耐震化を目標として、補助止水栓までを

分岐替対象範囲とする検討を進めていきます。 

 

 

 

図―５．８ 給水分岐替範囲のイメージ 
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 第５章 方策の具体化 

５.６ 施設の浸水対策 

 

施設の浸水対策において、費用及び早急な対策措置を考慮した結果、既存施設の改修工事

にて対応を行っています。今後の施設老朽化に伴う更新においては、根本的な施設の建設地

域の検討や施設の嵩上げなど、具体的な方法についての検討を進めていきます。 

実際の浸水被害を調査するほか、本市発行の洪水・土砂災害ハザードマップを活用し、浸

水規模の設定を行います。 

 

  

写―５．１ 止水板 写―５．２ 排気口立ち上げ 

城東浄水場（管理棟） 

 

  

写―５．３ 防水マンホール・嵩上げ（修繕前） 写―５．４ 防水マンホール・嵩上げ（修繕後） 

境浄水場 

  

止水板 
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 第５章 方策の具体化 

５.７ 施設更新計画 

 

那須烏山市水道事業の水の安定供給に必要不可欠な水道施設の更新を計画的、効率的に

行うため、平成３０年度に「那須烏山市水道事業長期更新計画」を策定しました。更新需要

の全体像を把握するとともに、長期的な事業運営状況を試算することによって、今後の資金

確保や事業運営の基盤強化を目的とします。 

「那須烏山市新水道ビジョン」においても、上記計画と整合性を図り、更新・財政計画の

検討を進めます。 

 

① 投資実績 

水道施設及び管路更新費の投資実績に基づいた過去５年間の平均投資額は２．１億円と

なっています。今後の投資計画については、実績値を大幅に逸脱しない更新費が理想的にな

るため、毎年度ごとの費用の平準化及び適正化を図っていきます。 

 

 

図―５．９ 投資実績のグラフ 
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 第５章 方策の具体化 

 

② 投資計画 

「３．４ 施設老朽化に伴う更新費」に掲げたとおり、法定耐用年数で更新を行った場合

の今後１０年間で必要となる更新費用は約９１億円と試算され、年平均で約９.１億円必要

になります。 

今後は、給水人口の減少による料金収入の低下が見込まれるため、「那須烏山市水道事業

長期更新計画」では、目標耐用年数による更新時期の適正化を図り、更新費用に対応します。 

 

 
※「目標耐用年数」は法定耐用年数の１．５倍を示します 

図―５．１０ 目標耐用年数に基づく更新費のグラフ 

 

表―５．１ 目標耐用年数に基づく更新費用の推計値  

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

更
新
費

目標耐用年数に基づく更新費の推移

建築 土木構造物 機械・電気 管路

年度 
建築 

(百万円) 

土木構造物 

(百万円) 

機械・電気 

(百万円) 

管路 

(百万円) 

合計 

(百万円) 

２０２３年(Ｒ ５年度) ０.０ １６３.７ ３７２.７ ０.０ ５３６.４ 

２０２４年(Ｒ ６年度) ０.０ １３２.２ ２.５ ０.０ １３４.７ 

２０２５年(Ｒ ７年度) ０.０ １１.９ ２６.５ ０.０ ３８.４ 

２０２６年(Ｒ ８年度) ０.４ ４６.４ ３８.９ ０.０ ８５.７ 

２０２７年(Ｒ ９年度) １.８ １４０.７ ３４９.９ ０.０ ４９２.４ 

２０２８年(Ｒ１０年度) ０.０ ３５６.６ ９９.５ ０.０ ４５６.０ 

２０２９年(Ｒ１１年度) ０.０ ０.０ ３６１.５ ０.０ ３６１.５ 

２０３０年(Ｒ１２年度) ０.０ ３９.１ ９.９ ０.０ ４９.０ 

２０３１年(Ｒ１３年度) ０.０ ２２.３ ２.７ ２３.６ ４８.６ 

２０３２年(Ｒ１４年度) ９.６ ０.０ ３５.９ ６６.２ １１１.７ 

 
合計 ２,３１４.４ 

年平均 ２３１.４ 

(百万円) 
将来推計 
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 第５章 方策の具体化 

 

目標耐用年数で更新を行った場合は、今後１０年間で必要となる更新費用は約２３億円

と試算され、年平均で約２.３億円必要になります。法定耐用年数で更新を行った場合と比

較して、約６８億円の低減が可能になり、年平均では約６.８億円の低減が見込めます。 

ただし、投資実績と比較した場合は、約０.２億円の増額となります。よって、今後は配

水エリアの見直しによる施設統合、管路更新時の管径のダウンサイジング検討など、より効

果的な投資計画を行う必要性があります。 

目標耐用年数で更新を行った場合において、年間の投資額を軽減するのみでなく、経年化

資産は残るものの、老朽化資産を全て更新することが可能になります。 

 

名 称 算 定 

健全資産 経過年数が法定耐用年数以内の資産 

経年化資産 経過年数が法定耐用年数の１．０～１．５倍の資産 

老朽化資産 経過年数が法定耐用年数の１．５倍を超えた資産 

 

 

※「基幹管路」は口径φ３００ｍｍ以上の管路を示します 

※「目標耐用年数」は法定耐用年数の１．５倍を示します 

図―５．１１ 資産健全度（目標耐用年数更新の場合）のグラフ 
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 第５章 方策の具体化 

５.８ 財政計画 

 

那須烏山市水道事業において、水需要の低下に伴う料金収入の減少や、老朽化施設への投

資計画が見込まれます。よって、持続可能な水道事業経営を財政の観点から試算を行い、今

後１０年間（令和５年度～令和１４年度）の計画を定めます。 

 

① 経営評価基準の設定 

将来も安定した水道事業の経営を行うためには、水道料金、自己資金及び企業債の３つの

バランスを適正に確保することが重要となります。財政計画では、健全な事業経営を目的と

し、これらに関連する経営評価の基準と確認内容を設定しました。 

将来の財政シミュレーションを行い、設定した経営評価基準を満足するような財政バラ

ンスの見通しを立てます。 

 

 経営評価基準 確認内容 

「１」 事業の黒字経営 収益的収支における損益において、常に黒字かの確認 

「２」 内部留保金の確保 
将来への投資資金として、必要な内部留保金を確保できているかの確認 

財源が自己資金で不足する場合、企業債の借り入れを行う 

「３」 企業債償還額の確認 財源確保のための企業債が、過度な負担なく償還できるかの確認 

 

表―５．２ 経営評価基準の設定 
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 第５章 方策の具体化 

 

② 事業の黒字経営 

収益的収入及び純利益においては、減少傾向を示しています。これは、給水人口の減少に

よる料金収入の低下が主な要因と考えられます。収益的支出については、若干の減少傾向は

あるものの、凡そ横ばいの傾向を保っています。これは、既存の水道施設の更新に備え、経

済価値の減少額を毎年の支出費用として配分していることが要因になります。 

収益的収支は、常に黒字を維持していることから経営に問題はありませんが、純利益が減

少傾向を示しているため、将来的には水道料金の改定なども視野に入れた財政計画の検討

を進めていきます。 

 

 

図―５．１２ 収益的収支及び純利益のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―５．３ 収益的収支及び純利益の推計値 
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収
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的
収
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収益的収支及び純利益の推移

収益的収入 収益的支出 純利益

年度 
収益的収入 

（百万円） 

収益的支出 

（百万円） 

純利益 

(百万円) 

２０２３年(Ｒ ５年度) ５６８ ５１５ ５４ 

２０２４年(Ｒ ６年度) ５５７ ５０６ ５２ 

２０２５年(Ｒ ７年度) ５４７ ５０１ ４６ 

２０２６年(Ｒ ８年度) ５３５ ４９３ ４２ 

２０２７年(Ｒ ９年度) ５２７ ４８６ ４１ 

２０２８年(Ｒ１０年度) ５１６ ４８３ ３３ 

２０２９年(Ｒ１１年度) ５０８ ４７６ ３２ 

２０３０年(Ｒ１２年度) ４９８ ４７２ ２６ 

２０３１年(Ｒ１３年度) ４８４ ４５９ ２５ 

２０３２年(Ｒ１４年度) ４６８ ４５８ ９ 

(百万円) (百万円) 
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 第５章 方策の具体化 

 

③ 内部留保金の確保 

資本的収入及び資本的支出については、若干の増減はありますが、凡そ横ばいの傾向を示

しています。内部留保金については、資本的支出の建設改良費や企業債償還金などに充てら

れるため、一定額の確保が重要になります。しかし、給水収益減少の影響を受け、将来的に

内部留保金の減少も見込まれるため、主な資本的収入である企業債の借り入れにより資金

を一定額確保します。 

 

 

図―５．１３ 資本的収支及び内部留保金のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―５．４ 資本的収支及び内部留保金の推計値 

  

0

100

200

300

400
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資本的収支及び内部留保金の推移

資本的収入 資本的支出 内部留保金

年度 
資本的収入 

（百万円） 

資本的支出 

（百万円） 

内部留保金 

(百万円) 

２０２３年(Ｒ ５年度) １４６ ４６８ ７２９ 

２０２４年(Ｒ ６年度) １５１ ４５７ ６７０ 

２０２５年(Ｒ ７年度) １５０ ４５５ ６１１ 

２０２６年(Ｒ ８年度) １４７ ４３５ ５６２ 

２０２７年(Ｒ ９年度) ２３８ ５９９ ４３３ 

２０２８年(Ｒ１０年度) １３３ ３７６ ４２１ 

２０２９年(Ｒ１１年度) １３２ ３６０ ４１２ 

２０３０年(Ｒ１２年度) １３１ ３０８ ４５２ 

２０３１年(Ｒ１３年度) １３０ ３０８ ４８０ 

２０３２年(Ｒ１４年度) １７９ ４１３ ４５８ 

(百万円) 
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 第５章 方策の具体化 

 

④ 企業債償還額の確認 

企業債償還金は減少傾向にありますが、建設改良費の財源確保を目的とした企業債の借

り入れを毎年行うため、２０３０年（Ｒ１２年度）以降は増加に傾きます。財源補完の観点

から企業債の借り入れは必要になりますが、償還額を大きく逸脱しない、平準化した返還計

画となるよう努めていきます。 

 

 

図―５．１４ 企業債のグラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―５．５ 企業債の推計値 
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企業債償還金と企業債残高の推移

企業債 企業債償還金 企業債残高

年度 
企業債 

（百万円） 

企業債償還金 

（百万円） 

企業債残高 

(百万円) 

２０２３年(Ｒ ５年度) １２０ ２１８ １,４４３ 

２０２４年(Ｒ ６年度) １２５ ２０７ １,３６１ 

２０２５年(Ｒ ７年度) １２５ ２０５ １,２８０ 

２０２６年(Ｒ ８年度) １２５ １８５ １,２２０ 

２０２７年(Ｒ ９年度) ２２５ １４９ １,２９６ 

２０２８年(Ｒ１０年度) １２５ １２６ １,２９５ 

２０２９年(Ｒ１１年度) １２５ １１０ １,３１０ 

２０３０年(Ｒ１２年度) １２５ ５８ １,３７７ 

２０３１年(Ｒ１３年度) １２５ ５８ １,４４４ 

２０３２年(Ｒ１４年度) １７５ ６３ １,５５５ 

(百万円) (百万円) 
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 第５章 方策の具体化 

５.９ 人材育成・民間連携 

 

今後とも、水道事業の健全な運営を行うためには、職員の育成及び技術継承が課題になり

ます。よって、水道業務は経験者と共同で行い、技術継承に努めます。また、今後の水道事

業の環境の変化や、様々なニーズに対応するべく、研修及び資格取得にも努めます。 

 

図―５．１５ 人材育成項目 

 

本市では、メーター検針および施設保守点検の民間委託を行い、経営の効率化を図ってき

ました。これらの業務委託については引続き継続しますが、今後は時代環境やニーズに基づ

いた委託範囲の検討を進めていきます。 

 

図―５．１６ 民間委託範囲の検討イメージ 
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第６章 フォローアップ 

 

６.１ 実施スケジュール 

 

本市の水道事業について、現状の課題に対する方策の実施スケジュールを下記に示しま

す。 

 

項目 事業内容 

 実施予定時期  

 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14  

安全 

水源の確保 
            

            

水源の事故対策 
            

            

管理媒体のデジタル化 
            

            

強靭 

施設の更新と耐震化 
            

            

管路の更新と耐震化 
            

            

施設の浸水対策 
            

            

持続 

施設更新計画 
            

            

財政計画 
            

            

人材育成・民間連携 
            

            

 

表―６．１ 方策の実施スケジュール 
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６.２ 計画の定期評価 

 

「那須烏山市新水道ビジョン」では、「安心」な水道、「強靭」な水道、水道サービスの「持

続」を将来の理想像として、達成に向けた今後１０年間の具体的な方策を打ち立てました。 

計画を実施していく際には、進捗状況の管理、達成状況の確認及び評価、計画の見直しと

改善のプロセスを循環させることが重要になります。そこで、フレームワークであるＰＤＣ

Ａサイクルを活用して中期経営計画の達成を目指します。 

計画の見直しと改善の際には、今回打立てた方策のみならず、事業環境の変化による新た

なニーズの反映を行う事で、柔軟な水道ビジョンの確立を実現します。 

 

 

 

図―６．１ ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

  

•事業の達成状況確認

•事業評価
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